
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰支援事業費（民間保育所等
分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、民間保育所等の
給食材料費の高騰が見込まれるため、給食提供に係る質の確保及び保護
者負担の軽減を目的として、食材料費高騰相当分を支援する。

②補助及び交付金（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　59,895千円
【積算内訳（物価上昇率35％により算出）】
　基準額（月額：4,500円）⇒ 35％増額分：1,575円（Ａ）
　年間延べ喫食者数 ⇒38,028人 （Ｂ）
　高騰分 ⇒（Ａ）×（Ｂ）≒59,895千円

④保護者等

R8.4 R9.3

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰支援事業費（公立認定こど
も園分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、公立認定こども
園の給食材料費の高騰が見込まれるため、給食提供に係る質の確保及び
保護者負担の軽減を目的として、食材料費高騰相当分を支援する。

②消耗品費（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　21,670千円
【積算内訳（物価上昇率35％により算出）】
　基準額（月額：4,500円）⇒35％増額分：1,575円（Ａ）
　年間延べ喫食者数 ⇒13,759人 （Ｂ）
　高騰分 ⇒（Ａ）×（Ｂ）≒21,670千円
　※財源のその他は教職員分4,992千円）

④保護者（職員は除く）

R8.4 R9.3

3
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰支援事業費（小学校分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、小学校の給食材
料費の高騰が見込まれるため、給食提供に係る質の確保及び保護者負担
の軽減を目的として、国の小学校給食費負担軽減補助金を除く食材料費
高騰相当分を支援する。

②委託料（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　42,579千円
【積算内訳（物価上昇率35％により算出）】
　物価高騰前学校給食費（256円/1回）
　35％増額後の学校給食費（345円/1回）（Ａ）
  喫食者数 ⇒6,427人 (Ｂ)
  提供回数 ⇒ 185回（R8.4月～R9.3月）(Ｃ)
　高騰後分 ⇒ (Ａ)×(Ｂ)×(Ｃ)＝410,203,275円（Ｄ）
　うち、国の小学校給食費負担軽減補助金分　 367,624,400円（Ｅ）
　高騰分対象経費⇒（Ｄ）-（Ｅ）≒42,579千円
　
　
④保護者（教職員等は除く）

R8.4 R9.3

4
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

物価高騰支援事業費（中学校分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、中学校の給食材
料費の高騰が見込まれるため、給食提供に係る質の確保及び保護者負担
の軽減を目的として、食材料費高騰相当分を支援する。

②消耗品費（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分82,461千円
【積算内訳（物価上昇率35％により算出）】
　物価高騰前学校給食費（330円/1食）
　⇒ 35％増額分：115円 (Ａ)
  喫食者数 ⇒4,211人 (Ｂ)
  提供回数 ⇒ 170回（R8.4月～R9.3月）(Ｃ)
　市民向け試食会高騰分 ⇒ 1,175回×115円 ＝135,125円（D）
　高騰分 ⇒ (Ａ)×(Ｂ)×(Ｃ)＋（D)≒82,461千円
　※財源のその他は教職員等分（9,128千円）

④保護者（教職員等は除く）

R8.4 R9.3
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5
④消費下支え等を通
じた生活者支援

水道事業会計補助金（物価高騰対
応）

①物価高騰の影響を受けている市民及び事業者の負担軽減を図るため、
水道の基本料金を無料とするとともに、食料品の物価高騰の影響を受けや
すい市民及び原材料の高騰等の厳しい経営環境にある中小企業を特に手
厚く支援するため、口径に応じて超過料金を減額する。

②補助及び交付金

③水道事業会計補助金　605,000千円
【積算内訳】
　・水道料金の減額
　　605,000千円
　　13mm　383,843千円、　　20mm　112,508千円、　   25mm　 13,981千円、
　　40mm　　41,617千円、    50mm　　20,054千円、　　75mm　 17,745千円、
　 100mm　 12,668千円、 　150mm　　　1,408千円, 　 200mm　　1,176千円

※財源その他は一般財源等（12,500千円）

④市民、事業者等（公共施設は交付金対象から除く）

R8.4 R8.8


